
   

調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  医療経済実態調査（病院調査票） 

 

２ 調査の目的 

病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療

報酬に関する基礎資料を整備する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   社会保険による診療・調剤を行っている病院 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 特定機能病院 約９０ 

イ 歯科大学病院 約２０ 

ウ こども病院（小児総合医療施設） 約２０ 

エ 上記ア～ウ以外の病院  約２，４００（母集団の大きさ：約７，１００） 

（２）報告者の選定方法 

  ア 上記（１）ア～ウの病院（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

医療施設基本ファイルをもとに、全数を抽出して客体を選定。 

  イ 上記（１）エの病院（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる病院を､DPC対象病院の指定の有無別、介護療養施

設サービス事業実施の有無別、病床数が２００床以上・未満別、院外処方の有無別、地域別､国家公務員

の地域手当における級地区分の７区分とその他の地域別、病院種別及び開設者別に層化し､１／３を無作

為に抽出して客体を選定。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照）  

基本データ（病院の概要）、損益、給与、資産・負債、キャッシュ・フロー、設備投資額 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 



   

   法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

   令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）。ただし、基本データのうち「開設者」「活動状

況」「開設者が保有する施設の状況」「看護職員処遇改善評価料の状況」及び「ベースアップ評価料の状

況」については令和７年３月31日現在、基本データのうち「新型コロナウイルス感染症に関する重点医療

機関・協力医療機関の指定状況等」については、令和５年５月７日現在、基本データのうち「病床の状

況」については令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）のそれぞれの末日時点、基本データ

のうち「処方の状況」については令和７年５月、基本データのうち「これまでの新型コロナウイルス感染

症のクラスター発生の有無」については令和５年４月１日から令和７年３月31日現在、基本データのうち

｢賃上げ促進税制の活用状況｣については令和７年３月末までの事業年度。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統  厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

   郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された返信

用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成した報告者

専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者専用WEBページ

にアップロードすることにより報告を行う。 

   なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することによ

り、報告者以外の者の利用を排除している。 

   民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を含

む）、集計業務である。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和５年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和７年５月下旬～７月中旬 



   

 

８ 集計事項  

別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、厚

生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（３）公表の期日  令和７年１１月 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

■使用しない  

本調査は、医療機関を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に統計基準を用

いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

   ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

   ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 永年 

（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

 

 



   

調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

医療経済実態調査（一般診療所調査票、一般診療所調査票補助票） 

 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療 

報酬に関する基礎資料を整備する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   社会保険による診療・調剤を行っている一般診療所 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数：約４，３００（母集団の大きさ：約６３，８００） 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる一般診療所を、入院患者の有無別、主たる診療科別、

介護療養施設サービス事業実施の有無別、院外処方の有無別、地域別及び国家公務員の地域手当における

級地区分の７区分とその他の地域別に層化し、１／１５を無作為に抽出して客体を選定。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照） 

【一般診療所調査票】 

基本データ（診療所の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

※ 個人立の一般診療所の場合は、一部の事項について、記入の省略を可能とする（別添１参照）。 

【一般診療所調査票補助票】 

減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

※ 補助票は、減価償却費の実績がない一般診療所のみ作成 

 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる。 

 



   

（２）基準となる期日又は期間 

 【一般診療所調査票】 

   令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）。ただし、基本データのうち「開設者」「活動状

況」「開設者が保有する施設の状況」「主たる診療科目」及び｢ベースアップ評価料の状況｣については令

和７年３月31日現在、基本データのうち「新型コロナウイルス感染症に関する診療・検査医療機関(外来対

応医療機関)の指定状況」については令和６年３月31日現在、基本データのうち「病床の状況」については

令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）のそれぞれの末日時点、基本データのうち「処方の

状況」については令和７年５月、基本データのうち｢賃上げ促進税制の活用状況｣については令和７年３月

末までの事業年度。 

 【一般診療所調査票補助票】 

   令和７年３月３１日現在 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統：厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された返信

用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成した報告者

専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者専用WEBページ

にアップロードすることにより報告を行う。 

   なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することによ

り、報告者以外の者の利用を排除している。 

   民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を含

む）、集計業務である。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和５年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 



   

令和７年５月下旬～７月中旬 

 

８ 集計事項   

別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、厚

生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（３）公表の期日  令和７年１１月 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

■使用しない  

  本調査は、医療機関を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に統計基準を用

いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

   ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

   ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 永年 

（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

 

 



   

調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  医療経済実態調査（歯科診療所調査票、歯科診療所調査票補助票） 

 

２ 調査の目的 

病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療

報酬に関する基礎資料を整備する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

社会保険による診療・調剤を行っている歯科診療所 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数： 約１，１００（母集団の大きさ：約５４，５００） 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる歯科診療所を、院外処方の有無別、地域別、国家公務

員の地域手当における級地区分の７区分とその他の地域別及び常勤の歯科医師数別に層化し、１／５０を

無作為に抽出して客体を選定。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照） 

【歯科診療所調査票】 

基本データ（歯科診療所の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

※ 個人立の歯科診療所の場合は、一部の事項について、記入の省略を可能とする（別添１参照）。 

【歯科診療所調査票補助票】 

 減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

 ※ 補助票は、減価償却費の実績がない歯科診療所のみ作成 

 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる。 

 



   

（２）基準となる期日又は期間 

【歯科診療所調査票】 

   令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）。ただし、基本データのうち「開設者」「活動状

況」「開設者が保有する施設の状況」及び｢ベースアップ評価料の状況｣については令和７年３月31日現

在、基本データのうち「ユニット数」については令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）の

それぞれの末日時点、基本データのうち「処方の状況」については令和７年５月、基本データのうち｢賃上

げ促進税制の活用状況｣については令和７年３月末までの事業年度。 

  【歯科診療所調査票補助票】 

   令和７年３月３１日現在 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統：厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

   郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された返信

用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成した報告者

専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者専用WEBページ

にアップロードすることにより報告を行う。 

   なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することによ

り、報告者以外の者の利用を排除している。 

   民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を含

む）、集計業務である。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和５年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限：  

令和７年５月下旬～７月中旬 

 

 



   

８ 集計事項  

  別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、厚

生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（３）公表の期日：令和７年１１月 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

■使用しない  

  本調査は、医療機関を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に統計基準を用

いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

   ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

   ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 永年 

（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

 



   

調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  医療経済実態調査（保険薬局調査票、保険薬局調査票補助票） 

 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療

報酬に関する基礎資料を整備する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

社会保険による調剤を行っている保険薬局（１か月の調剤報酬明細書の取扱件数が３００件以上の保険薬局） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数： 約２，０００（母集団の大きさ：約４８，０００） 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

保険薬局基本ファイルをもとに、調査対象となる保険薬局を、地域別、国家公務員の地域手当における

級地区分の７区分とその他の地域別及び開設者別に層化し、敷地内薬局（特別調剤基本料Ａを算定する保

険薬局）については１／４、その他については１／２５を無作為に抽出して客体を選定。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照） 

 【保険薬局調査票】 

基本データ（保険薬局の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

【保険薬局調査票補助票】 

   減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

   ※ 補助票は、減価償却費の実績がない保険薬局のみ作成 

 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる。 

 

 



   

（２）基準となる期日又は期間 

  【保険薬局調査票】 

   令和７年３月末までに終了する直近の２事業年（度）。ただし、基本データのうち、「開設主体」「活

動状況」「同一グループの保険調剤を行っている店舗数」「調剤用備蓄医薬品品目数」「一般用医薬品備

蓄品目数」「立地状況」及び「地域連携薬局等の認定等状況」については令和７年３月31日現在、「算定

している調剤基本料」については令和６年５月以前及び同年６月以降、｢算定している加算｣については令

和６年６月以降、「特定の保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合（集中率）」については令和６年

３月１日から令和７年２月２８日、基本データのうち「薬学管理等の状況」及び｢賃上げ促進税制の活用状

況｣については令和７年３月末までに終了する直近の事業年（度）。 

 

  【保険薬局調査票補助票】 

   令和７年３月３１日現在 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統： 厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された返 

信用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成した報 

告者専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者専用WEB 

ページにアップロードすることにより報告を行う。 

    なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することによ 

り、報告者以外の者の利用を排除している。 

    民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を含 

む）、集計業務である。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和５年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限：  



   

令和７年５月下旬～７月中旬 

 

８ 集計事項  

別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、厚

生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（３）公表の期日： 令和７年１１月 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

■使用しない  

  本調査は、保険薬局を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に統計基準を用

いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

   ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

   ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 永年 

（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

 



個人立の一般診療所が省略可能な調査事項
（一般診療所調査票）

調査事項 省略の可否
第１　基本データ 貴院の開設者

直近の２事業年（度）
貴院の活動状況
貴院の開設者が保有する施設の状況
主たる診療科目
病床の状況
処方の状況 処方箋料の算定（院外処方）の回数

処方料の算定（院内処方）の回数
届け出ている在宅療養支援診療所の区分
ベースアップ評価料の状況
賃上げ促進税制の活用状況
消費税の経理方式
新型コロナウイルス感染症に関する診療・検査医療機関関（外来対応医療機関）の指定状況

記入項目の一部省略の有無
第２　損益 Ⅰ　医業収益 入院診療収益 保険診療収益（患者負担含む）

公害等診療収益 可
その他の診療収益 可

外来診療収益 保険診療収益（患者負担含む）
公害等診療収益 可
その他の診療収益 可

その他の医業収益 可
（うち）新型コロナウイルス感染症関連の補助金

医業収益合計
Ⅱ　介護収益 介護収益合計
Ⅲ　医業・介護費用 給与費

（うち）通勤手当
（うち）法定福利費
医薬品費
診療材料費・医療消耗器具備品費
（うち）特定保険医療材料費
給食用材料費
委託費
（うち）給食委託費
（うち）人材委託費
　（うち）紹介手数料
減価償却費
（うち）建物減価償却費 可
（うち）医療機器減価償却費 可
その他の医業・介護費用
（うち）土地貸借料
（うち）設備機器賃借料
　（うち）医療機器賃借料
（うち）水道光熱費
（うち）消費税課税対象費用（設備機器賃借料及び水道光熱費を除く）

（うち）控除対象外消費税等負担額
医業・介護費用合計

Ⅳ　損益差額
Ⅴ　税金（法人税・住民税） 税金（法人税・住民税）合計 個人立は記入不要

Ⅵ　税引後の総損益差額 税引後の総損益差額（損益差額－税金） 個人立は記入不要

第３　給与 常勤職員給料・賞与 職種別人員
職種別給料
職種別賞与
合計

第４　資産・負債 資産の部 流動資産 可
固定資産 可
繰延資産 可
資産合計

負債の部 流動負債 可
固定負債 可
（うち）長期借入金
負債合計

第５　設備投資額 設備投資額 設備投資額（土地を含む）
（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）
（うち）医療機器
　（うち）リース分
（うち）調剤用機器
（うち）医療情報システム用機器
　（うち）リース分

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（注）　「記入不要」は、個人立以外の一般診療所のみ記入する事項

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

（別添１）



個人立の歯科診療所が省略可能な調査事項
（歯科診療所調査票）

調査事項 省略の可否
第１　基本データ 貴院の開設者

直近の２事業年（度）
貴院の活動状況
貴院の開設者が保有する施設の状況
ユニット数
処方の状況 処方箋料の算定（院外処方）の回数

処方料の算定（院内処方）の回数
ベースアップ評価料の状況
賃上げ促進税制の活用状況
消費税の経理方式
記入項目の一部省略の有無

第２　損益 Ⅰ　医業収益 保険診療収益（患者負担含む）
労災等診療収益 可
その他の診療収益 可
その他の医業収益 可
（うち）新型コロナウイルス感染症関連の補助金

医業収益合計
Ⅱ　介護収益 介護収益合計
Ⅲ　医業・介護費用 給与費

（うち）通勤手当
（うち）法定福利費
医薬品費
歯科材料費
委託費
（うち）歯科技工委託費
減価償却費
（うち）医療機器減価償却費 可
その他の医業・介護費用
（うち）設備機器賃借料
　（うち）医療機器賃借料
（うち）水道光熱費
（うち）消費税課税対象費用（設備機器賃借料及び水道光熱費を除く）

（うち）控除対象外消費税等負担額
医業・介護費用合計

Ⅳ　損益差額
Ⅴ　税金（法人税・住民税） 税金（法人税・住民税）合計
Ⅵ　税引後の総損益差額 税引後の総損益差額（損益差額－税金） 個人立は記入不要

第３　給与 常勤職員給料・賞与 職種別人員
職種別給料
職種別賞与
合計

第４　資産・負債 資産の部 流動資産 可
固定資産 可
繰延資産 可
資産合計

負債の部 流動負債 可
固定負債 可
（うち）長期借入金
負債合計

第５　設備投資額 設備投資額 設備投資額（土地を含む）
（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）
（うち）医療機器
（うち）医療情報システム用機器

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）



別添２

［病　院］

集計１ 集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） × ○

2 一般病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

3 精神科病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

4 一般病院　加重平均による損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ×

5 病院機能別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （病院機能別、開設者別） ○ ×

6 入院基本料別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （入院基本料等別、開設者別） ○ ○

7 一般病院　病床規模別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （病床規模別、開設者別） ○ ×

8 一般病院　１００床当たりの損益状況 （１００床当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ×

9 療養病床６０％以上の一般病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

10 療養病床を有しない病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

11 在宅療養支援病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

12 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別、開設者別） ○ ×

13 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別、開設者別） ○ ×

14 ３月決算のみの施設の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

15 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （病院種類別、開設者別） ○ ○

16 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別） ○ ×

17 ベースアップ評価料の届出有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） ○ × 新規追加 新規調査項目の反映

18 賃上げ促進税制の活用有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） ○ × 新規追加 新規調査項目の反映

19 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） （病院種類別） ○ ×

20 キャッシュ・フローの状況 （１施設当たり金額等） （キャッシュ・フロー科目等）
（キャッシュ・フロー計算書の作成有無別、
　病院種類別）

○ ×

21 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） （病院種類別） ○ ×

22 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） （開設者別） ○ ×

23 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○ ×

24 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） （開設者別） ○ ○

25 消費税課税対象費用等の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○ ×

26 重点医療機関・協力医療機関の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （重点医療機関・協力医療機関等別、開設者別） ○ ○

27 新型コロナウイルス感染症のクラスター発生の有無別の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （クラスター発生の有無別、開設者別） ○ ○

28 看護職員処遇改善評価料の算定別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （看護職員処遇改善評価料の算定別、開設者別） ○ ○

29 ベースアップ評価料の届出有無別の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） ○ ○ 新規追加 新規調査項目の反映

30 賃上げ促進税制の活用有無別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） ○ ○ 新規追加 新規調査項目の反映

（注１）集計１とは、医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の医療機関の集計である。

（注２）集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

結果表一覧（医療機関等調査）

　医療経済実態調査（医療機関等調査）に基づき集計された出力結果を分析し、以下の報告事項についてとりまとめのうえ報告する。

ＮＯ 報告事項
集計区分

集計表の変更事項 新規調査項目の反映



［一般診療所］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 一般診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

3 一般診療所　主たる診療科別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目）
（開設者別、入院診療収益の有無別、
　主たる診療科別）

○

4 在宅療養支援診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

5 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別） ○

6 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

7 ３月決算のみの施設の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

8 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

9 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

10 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

11 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

12 ベースアップ評価料の届出有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） 〇 新規追加 新規調査項目の反映

13 賃上げ促進税制の活用有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） 〇 新規追加 新規調査項目の反映

14 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） （入院診療収益の有無別） ○

15 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） （入院診療収益の有無別） ○

16 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） （開設者別） ○

17 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

18 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

19 消費税課税対象費用等の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○

20 診療・検査医療機関の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

21 ベースアップ評価料の届出有無別の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） ○ 新規追加 新規調査項目の反映

22 賃上げ促進税制の活用有無別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） ○ 新規追加 新規調査項目の反映

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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［歯科診療所］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 歯科診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

3 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別） ○

4 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

5 ３月決算のみの施設の損益の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○

6 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別） ○

7 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

8 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別） ○

9 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別） ○

10 ベースアップ評価料の届出有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） 〇 新規追加 新規調査項目の反映

11 賃上げ促進税制の活用有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） 〇 新規追加 新規調査項目の反映

12 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） ○

13 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） ○

14 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） ○

15 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

16 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

17 消費税課税対象費用等の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○

18 ベースアップ評価料の届出有無別の損益の状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （ベースアップ評価料の届出有無別、開設者別） ○ 新規追加 新規調査項目の反映

19 賃上げ促進税制の活用有無別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） ○ 新規追加 新規調査項目の反映

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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［保険薬局］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 保険薬局の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

3 保険薬局　薬局機能別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （薬局機能別、開設者別） ○

4 保険薬局　後発医薬品割合別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （調剤割合別、備蓄割合別、開設者別） ○

5 保険薬局　調剤報酬等の算定状況別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目）
（在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数別、居宅療養
管理指導費（介護保険）の算定回数別、開設者別）

○

6 保険薬局　店舗数別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （店舗数別） ○

7 保険薬局　調剤基本料等別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目）
（調剤基本料等(算定している調剤基本料、加算等)別、
開設者別）

○

8 保険薬局　立地別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （立地状況別、開設者別） ○

9 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

10 ３月決算のみの施設の損益の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○

11 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別） ○

12 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

13 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別） ○

14 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別、店舗数別） ○

15 賃上げ促進税制の活用有無別の職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） 〇 新規追加 新規調査項目の反映

16 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） ○

17 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） ○

18 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） ○

19 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

20 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

21 消費税課税対象費用等の状況 （１施設当たり金額等） （費用科目） （開設者別） ○

22 賃上げ促進税制の活用有無別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （賃上げ促進税制の活用有無別、開設者別） ○ 新規追加 新規調査項目の反映

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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医療経済実態調査（医療機関等調査）の標本設計について 

 
 

標本設計の考え方 

 

 本調査においては、社会保険による診療・調剤を行っている病院、一般診療所、歯科診

療所及び保険薬局を母集団として、層化無作為抽出する。詳細は以下のとおり。 

 

１ 母集団 

病院、一般診療所、歯科診療所については医療施設調査の名簿を、保険薬局については

医療費の動向調査の名簿を母集団とする。 

 

２ 抽出方法 

層化無作為抽出とする。 

ただし、病院のうち特定機能病院、歯科大学病院及びこども病院（小児総合医療施設）

については全数を抽出する。 

 

３ 層化基準 

別紙のとおりとする。 

 

４ 目標精度・標本の大きさ 

目標精度については、前回の調査（令和５年実施、前年（度）分）における達成精度（※

１）を維持することを目標とする。 

標本の大きさについては、次回調査における抽出率により算出すると、病院２，３６６
（注２）、一般診療所４，２５３、歯科診療所１，０９０、保険薬局１，９２０（注３）となる。 

 

 病院（注２） 一般診療所 歯科診療所 保険薬局（注

３） 

母集団の大きさ ７，１００ ６３，８００ ５４，５００ ４８，０００ 

抽出率 １／３ １／１５ １／５０ １／２５ 

標本の大きさ ２，３６６ ４，２５３ １，０９０ １，９２０ 

（以下前回実績）     

有効回答率 ４７．９％ ５３．５％ ５３．９％ ５４．０％ 

損益率の平均値 －７．２％ １４．３％ １９．２％ ４．７％ 

損益率の標準誤差 

（＝達成精度） 

０．７％ ０．５％ １．０％ ０．３％ 

 
※１ 医療経済実態調査（医療機関等調査）は医業経営等の実態を明らかにするものであるから、

達成精度については、損益率（＝損益差額÷収益）（％）に対する標準誤差を用いている。 

※２ 全数抽出する特定機能病院、歯科大学病院及びこども病院（小児総合医療施設）を除く。 

※３ 同一敷地内薬局（特別調剤基本料Ａを届け出ている保険薬局）については、診療報酬改定におい

て、特別調剤基本料について新たに A及び Bの区分が設けられ、その評価が見直されたことから、

当該見直しに係る効果検証を行うために必要な標本数を得るため、別途、１５７施設を選定（約６

３０施設から１／４を抽出）する。 

 

 



５ 母集団推計  

本調査は、１施設当たりの平均的な状況を集計することを目的としており、母集団推

計（母集団復元）は行わない。  

 

 

調査の客体及び層化方法 

 病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局 

調 査 客 体 

社会保険による診療・

調剤を行っている全

国の病院 

社会保険による診療・

調剤を行っている全

国の一般診療所 

社会保険による診療・

調剤を行っている全

国の歯科診療所 

社会保険による調剤

を行っている保険薬

局（1か月の調剤報酬

明細書の取扱件数が

３００件以上の保険

薬局） 

層 
 

化 
 

方 
 

法 

第１の層化 ＤＰＣ対象病院の指

定の有無別に分類 

入院患者の有無別に

分類 

院外処方の有無別に

分類 

全国の都道府県を９

地域に分類 

第２の層化 介護療養施設サービ

ス事業の有無別に分

類 

主たる診療科別に分

類 

全国の都道府県を９

地域に分類 

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類 

第３の層化 病床数が２００床以

上、２００床未満に分

類 

介護療養施設サービ

ス事業の有無別に分

類 

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類 

開設者（個人・法人）

の別に分類 

第４の層化 院外処方の有無別に

分類 

院外処方の有無別に

分類 

常勤の歯科医師数を

１人、２人以上の区分

に分類 

 

第 5の層化 全国の都道府県を９

地域に分類 

全国の都道府県を９

地域に分類 

  

第６の層化 全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類 

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類 

  

第７の層化 一般病院（特定機能病

院、歯科大学病院及び

子ども病院を除く）、

精神科病院別に開設

者（国立、公立、公的、

医療法人、社会保険関

係法人、その他法人、

個人）ごとに分類 

   

 

 



○：設問あり －：設問なし

（１）基本データ

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ － － －

○ ○ － －

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ － －

２．療養病棟入院料

○ － － －

○ ○ ○ －

○ ○ ○ ○

－ ○ － －

－ － ○ －

○ ○ ○ －

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

算定している加算 － － － ○

１．地域支援体制加算１　　２．地域支援体制加算２

３．地域支援体制加算３　　４．地域支援体制加算４

５．地域支援体制加算１～４を算定をしていない

１．在宅薬学総合体制加算１　２．在宅薬学総合体制加算２

３．在宅薬学総合体制加算１～２を算定していない

１　診療所前（※１）　　　　　　　　２　病院（500床未満）前（※１）

３　病院（500床以上）前（※１）　　４　病院敷地内(500床未満)　　　　　　５　病院敷地内(500床以上)

６　診療所敷地内　　　　　　　　  ７　同一建物内に単一の保険医療機関が所在（※２）

８　医療モール内（※３）　　　　　　９　上記以外

－ － － ○

○ ○ ○ ○

－ ○ ○ －

○ － － －

－ ○ － －

○ － － －

－ － － ○

－ － － ○

－ － － ○

○ － － －

介護療養型医療施設分

処方せん料の算定（院外処方）の回数
処方の
状況

処方料の算定（院内処方）の回数

調査事項一覧

病床の
状況

療養病床数

精神科病床数

結核病床数

感染症病床数

許可病床数合計

介護療養型医療施設分

開設者（開設主体）

一般病床数

介護療養型医療施設分

主たる診療科目

届け出ている在宅療養支援病院等の区分

直近の２事
業年（度）

令和７年３月末までに終了した事業年（度）

休廃止等の状況

令和６年３月末までに終了した事業年（度）

ベースアップ評価料の状況

賃上げ促進税制の活用状況

看護職員処遇改善評価料の状況

入院基本料等
の状況

１．療養病棟入院料１　　　２．療養病棟入院料２
３．特別入院基本料　  　　４．該当なし　

新型コロナウイルス感染症のクラスター発生の有無

診療・検査医療機関の指定状況

重点医療機関・協力医療機関の指定状況

後発医薬品品目数

薬学管理等
の状況

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数

一般用備蓄医薬品品目数

地域連携薬局等の認定等状況

記入項目の一部省略の有無（青色申告者）

消費税の経理方式

立地状況

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数

調剤用備蓄
医薬品品目

数 後発医薬品品目数

注射薬

内用薬

後発医薬品品目数

外用薬

ユニット数

処方せん枚数

後発医薬品割合

複数の病院、診療所等の保有の有無

同一グループの保険調剤を行っている店舗数

保険調剤の
状況

－ － ○

算定している調剤基本料

調剤基本料
等の状況

１. 調剤基本料１　　　２. 調剤基本料２　　  ３. 調剤基本料３－イ
４. 調剤基本料３－ロ　５. 調剤基本料３－ハ
６. 特別調剤基本料A　 ７. 特別調剤基本料B　 ８. 特別調剤基本料(※
１)

－



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

（入院）○ （入院）○

（外来）○ （外来）○

○ － － －

○ ○ ○ ○

－ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ 〇 〇

調査事項一覧

医
業
収
益

（

保
険
薬
局
に
お
い
て
は
「

収
益
」
）

保険診療収益（患者負担含む）
（保険薬局においては「保険調剤収益（患者負担含
む）」）

○ ○

公害等診療収益
（歯科診療所においては「労災等診療収益」、
　保険薬局においては「公害等調剤収益」）

○ ○

その他の診療収益 ○ －

特別の療養環境収益

その他の医業収益
（保険薬局においては「その他の薬局事業収益」）

医業収益合計
（保険薬局においては「収益合計」）

新型コロナウイルス感染症関連の補助
金

介
護
収
益

介護収益合計



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

病院

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

調査事項一覧

減価償却費

医療機器減価償却費

設備機器賃借料

特定保険医療材料費

法定福利費

給食料材料費

給与費

通勤手当

委託費

給食委託費

税引後の総損益差額（総損益差額－税金）

総損益差額（損益差額＋その他の収益－その他の費用＋特別利益－特別損失）

税金（法人税と住民税の合計）

控除対象外消費税等負担額

土地賃借料

水道光熱費

特別
損益

特別利益

特別損失

その他の収益

設備費補助（新型コロナウイルス感染症関連補助金を除く）

人件費補助・運営費補助（新型コロナウイルス感染症関連を除く）

その他の費用

新型コロナウイルス感染症関連の補助金

補助金・
負担金等

医業・介護費用合計

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

医
業
・
介
護
費
用

材料費

医薬品費

診療材料費・医療消耗器具備品費

消費税課税対象費用（水道光熱費を除く）

消費税課税対象費用

建物減価償却費

その他の医業・介護費用

設備関係費

人材委託費

紹介手数料

医療機器賃借料

経費

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料を除く）



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

一般診療所

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

調査事項一覧

医薬品費

診療材料費・医療消耗器具備品費

税引後の総損益差額（損益差額－税金）

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

給食用材料費

医業・介護費用合計

設備機器賃借料

医療機器賃借料

医
業
・
介
護
費
用

給与費

通勤手当

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料、水道光熱費を除く）

控除対象外消費税等負担額

土地賃借料

建物減価償却費

水道光熱費

人材委託費

紹介手数料

税金（法人税と住民税の合計）

法定福利費

その他の医業・介護費用

医療機器減価償却費

委託費

減価償却費

特定保険医療材料費

給食委託費



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

歯科診療所

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

税金（法人税と住民税の合計）

税引後の総損益差額（損益差額－税金）

損益差額（医業収益合計＋介護収益合計－医業・介護費用合計）

委託費

減価償却費

医療機器減価償却費

その他の医業・介護費用

歯科技工委託費

調査事項一覧

医
業
・
介
護
費
用

給与費

通勤手当

法定福利費

医薬品費

歯科材料費

設備機器賃借料

医療機器賃借料

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料、水道光熱費を除く）

控除対象外消費税等負担額

医業・介護費用合計

水道光熱費



○：設問あり －：設問なし

（２）損益

保険薬局

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

建物賃借料 ○

○

○

○

公募要件等に基づく経費 ○

○

○

○

○

○

○

土地賃借料

設備機器賃借料

調剤用機器賃借料

水道光熱費

人材委託費

紹介手数料

給与費

通勤手当

法定福利費

調剤用機器減価償却費

その他の経費

税引後の総損益差額（損益差額－税金）

一般用医薬品費

調剤用医薬品費

調査事項一覧

医薬品等費

特定保険医療材料費

委託費

控除対象外消費税等負担額

損益差額（収益合計＋介護収益合計－費用合計）

減価償却費

建物減価償却費

税金（法人税と住民税の合計）

消費税課税対象費用
（設備機器賃借料、建物賃借料、水道光熱費を除く）

費用合計

費
用



○：設問あり －：設問なし

（３）給与

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

病院長
（一般診療所、歯科診療所においては「院長」、
　保険薬局においては「管理薬剤師」）

○ ○ ○ ○

医師 ○ ○ － －

歯科医師 ○ ○ ○ －

薬剤師 ○ ○ － ○

看護職員 ○ ○ － －

看護補助職員 ○ ○ － －

医療技術員 ○ ○ － －

歯科衛生士 ○ － ○ －

歯科技工士 ○ － ○ －

歯科業務補助者 － － ○ －

事務職員 ○ ○ ○ ○

その他の職員 ○ ○ ○ ○

役員 ○ ○ ○ ○

合計 ○ ○ ○ ○

調査事項一覧

常
勤
職
員

延
べ
人
員
、

給
料
合
計
、

賞
与
合
計



○：設問あり －：設問なし

（４）資産・負債

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

長期借入金 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

（５）キャッシュ・フロー

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

業務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

投資活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

現金等の増加額（又は減少額） ○ － － －

現金等の期首残高 ○ － － －

現金等の期末残高 ○ － － －

短期借入れによる収入 ○ － － －

長期借入れによる収入 ○ － － －

短期借入金の返済による支出 ○ － － －

長期借入金の返済による支出 ○ － － －

調査事項一覧

資
産

流動資産

固定資産

繰延資産

資産合計

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ
ー

計
算
書
」

を

作
成
し
て
い
る
場
合

「

キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算
書
」

を
作

成
し
て
い
な
い
場
合

負
債

流動負債

固定負債

負債合計



○：設問あり －：設問なし

（６）設備投資額

病　院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

リース分 ○ ○ － －

○ ○ － ○

リース分 － － － －

○ ○ ○ ○

リース分 ○ ○ － －

○ ○ ○ ○

調査事項一覧

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

設備投資額（土地を含む）

建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

医療機器

調剤用機器

医療情報システム用機器



集計結果は回答の単純積算であり、推計は加えていない。 

 

ただし、「機能別集計等（１）一般病院 加重平均による損益状況」について

は、 一般病院について、全国施設数に基づく加重平均による損益状況を集計し

た。集計の考え方は以下の通り。 

 

（開設者別の集計結果 × 開設者別の全国施設数）の全開設者合計額 

 ／ 全国の施設数 




